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r7物価_繰越
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-                                           

-                          1,680                                      

-                          17,410                                    

1,680                     1,527                                      

-                          568                                        

-                          -                                           

637                                        

-                          159                                        

15,730                   

1,680                     

1,482                     -                                           

-                          -                                           

18,892                   -                                           

-                                           

-                          -                  20,301                                    -                         

総務省

Ａ

Ｂ１ Ｂ３ Ｂ４ Ｂ５

交付対象経費
国のR6補正予算分
（交付限度額①）

（推奨事業メニュー分）

国のR6補正予算分
（交付限度額②）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
給付費

国のR6補正予算分
（交付限度額③）

（令和６年度低所得世帯支
援枠等分）
事務費

国のR6補正予算分
（交付限度額④）

（給付支援サービス分）

国のR7予備費分
（交付限度額⑤）

（推奨事業メニュー分）

国のR7補正予算分
（交付限度額⑥）

（推奨事業メニュー分）

その他
（一般財源や補助対

象外経費等）

総事業費に係る
事務費

合計  187,362  163,290  -  17,410  1,482  -  6,106  138,292 24,072 

令和6年度住民税均等割非課税世帯（3
万円）

＋こども加算（2万円）
＋不足額給付

（令和６年度低所得世帯支援枠等）

1 R6_補正 低所得 ○ ○ ○
低所得世帯支援及び定額減
税不足額に対する給付金給
付事業

Ⅱ．物価高の克服 ○ －  18,892  18,892  -  17,410  1,482  -  -

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所
得の方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R6,R7の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯　1,453世帯×30千円、
子ども加算　22人×20千円、、定額減税を補足する給付（う
ち不足額給付）の対象者　856人　(16,300千円）　　のうちR7
計画分
事務費　1,482千円
事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料
等）　業務委託料　人件費　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1,453世帯）、定額減税
を補足する給付（うち不足額給付）の対象者数（856人）

－ ○ － R7.3 R7.12
対象世帯に対して令和7年7月までに支給
を開始する

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定
対象分野に関連
しない

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

（デジタル庁）
給付支援サービス

（R6補正）
2  -  -

令和６年度低所得世帯支援枠等関連の
給付費

（家計急変への横出し等・R6補正）
3  -  -

事務費
（上乗せ・横出し）

4  -  -

R7補正推奨事業メニューのうち
食料品の物価高騰に対する特別加算

（市区町村のみ記載）
5 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○

生活支援さくら商品券発行事
業補助金

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別

加算

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 144,120  124,463  124,463  19,657  144,120

①物価高騰の影響を受けた生活者に対し食料品等の購入
に使用可能な「さくら商品券」を配布し、食料品価格高騰に伴
う家計の負担軽減と併せて地域経済の活性化を図る。
②さくら商品券発行に係る経費を交付対象とする補助費
・さくら商品券換金分　282,100枚×500円券
                   　 ＝141,050,000円
・ゆうパック等  　＝1,786,356円
・商品券印刷　  　＝686,565円
・事務費(封筒、コピー、各用紙等）　＝597,079円
　　　　　　　　計　144,120,000円
③全町民(約5,642人)に25,000円分(500円券×50枚)のさくら
商品券を配布。
④全町民（約5,642人)

－ － － R8.1 R8.2 R8.4以降
全町民に対し1人2万5,000円分の商品券
を配布し、総額1億4,105万円の地域消費
喚起および家計負担軽減を実現する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 商品券

繰越事業とするが、資金滞留防止のため年度末
に補助事業先と精算を行い、未換金分等の残金を
一度町へ返還させた上で、翌年度に改めて交付す
る。

HP、広報紙

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調整のた
めに不測の日数を要し、計画を再検討した結
果、交付対象事業の完了が令和８年９月下
旬となるため

R7補正（地）

市区町村でR7補正①の事業について複数計画している場合
は、１つをNo.５に記入の上それ以外はNo.６以降に記入しL列で
当該推奨事業メニューを選択してください。
都道府県でR7補正①の事業を計画している場合は、NO.6以降
に記入しL列で当該推奨事業メニューを選択してください。

6 R7_予備 推奨事業 ○ ○ ○
松前町介護施設等物価高騰
支援金給付事業

米国関税措置 ○

⑤医療・介
護・保育施
設、学校施
設、公衆浴場
等に対する
物価高騰対
策支援

 8,146  6,106  6,106  2,040

①電力・ガス・原油価格及び物価高騰の影響を受けている介
護施設等に対し、支援金を給付することで、経営の安定と事
業の継続を図ることを目的とする。
②松前町介護施設等物価高騰支援金給付事業
③積算根拠
【基本額】
・居宅系サービス　50,000円×15事業所　＝750,000円（１）
・通所サービス　  100,000円×5事業所 　＝500,000円（２）
・居住・施設サービス
  定員１０人未満　　100,000円×１＝100,000円
　定員１０～１９人 　200,000円×4 ＝800,000円
　定員２０～２９人 　300,000円×1＝300,000円
　定員３０～３９人 　400,000円×2＝800,000円
　定員４０～４９人 　500,000円×0＝0円
　定員５０人以上　　600,000円×１＝600,000円
　小計2,600,000円（３）
【定員割】
・通所サービス　　単価　　　　 8,000円×定員117＝936,000
円（４）
・居住・施設サービス単価　　15,000円×定員224＝3,360,000
円（５）
　合計（１）～（５）8,146,000円
④介護サービス事業所×21事業所、有料老人ホーム×5事
業所、
介護タクシー及び福祉有償運送×3事業所

－ － － R7.7 R7.9

9月30日までに支給を完了することで、介
護サービス事業所×21事業所、有料老人
ホーム×5事業所、介護タクシー及び福祉
有償運送×3事業所の運営を維持する。

⑤ HPにて明記済みあるいは予定
介護サービス事
業所・施設等

ホームページ、広報誌 R7補正（地）

7 R7_補正 推奨事業 ○ ○ ○
生活支援さくら商品券発行事
業補助金（住民税非課税世
帯分）

Ⅰ．生活の安全保
障・物価高への対
応

○

①食料品の
物価高騰に
対する特別
加算

②物価高騰
に伴う低所得
者世帯・高齢
者世帯支援

④消費下支
え等を通じた
生活者支援

 16,204  13,829  13,829  2,375  16,204

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰に伴う低所得者世
帯に「さくら商品券」を配布し、家計の負担軽減と併せて地域
経済の活性化を図る。
②さくら商品券発行に係る経費を交付対象とする補助費
・さくら商品券換金分　30,000枚×500円券
                   　 ＝15,000,000円
・ゆうパック等  　　＝784,108円
・商品券印刷　   　＝105,600円
・事務費(封筒、コピー、各用紙等）　＝314,292円
　　　　　　　　計　16,204,000円
③住民税非課税世帯(約1,500世帯)に10,000円分(500円券×
20枚)のさくら商品券を配布。
④住民税非課税世帯（約1,500世帯)

－ － － R8.1 R8.3 R8.4以降

住民税非課税世帯に対し1世帯１万円分
の商品券を配布し、総額１千５００万円の
地域消費喚起および家計負担軽減を実
現する。

② HP、広報誌にて明記済みあるいは予定 商品券

繰越事業とするが、資金滞留防止のため年度末
に補助事業先と精算を行い、未換金分等の残金を
一度町へ返還させた上で、翌年度に改めて交付す
る。

HP、広報紙

計画に関する諸条件　キ
算出の根拠となる事業の確定等の調整のた
めに不測の日数を要し、計画を再検討した結
果、交付対象事業の完了が令和８年９月下
旬となるため

R7補正（地）

25,357                   

令和７年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画

対象外経費
に臨時交付
金を充当し
ていない

枠

政策財政課担当部局課名 -                                                     

01331

【01_北海道】

01331_北海道松前町

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）　交付限度額①
にかかる交付対象経費

0139-42-2275

地

方

単

独

事

業

「推奨事業メニュー例よりも更に効
果があると判断する地方単独事業」
を選択した場合の、より効果がある
と考える理由

交付対象事業の名称
経済対策等との関

係 総事業費

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年12月２日通知分）

-                          

6,106                    

地方公共団体名（コード有り）

電話番号

メールアドレス

国のR6補正等分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和6年度本省繰越分）

小計　交付限度額②

国のR6補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和6年度本省繰越分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年７月18日通知分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年8月調査での追加分）

※該当団体のみ

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（今回追加分）

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②　（令和７年12月２日通知分）

担当者氏名 主任　渡邊　成也
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②にかかる交付対象経費
17,410                                              

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 25,357

都道府県区分

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分 配分予定額計
※事務連絡は該当団体のみに通知

6,106                    

配分予定額計
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

-                          

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑤　（令和7年5月27日通知分）

6,106                                                               

小計　交付限度額（R7予備費分） 6,106                                                               

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥　（令和7年12月１６日通知分）

138,292                                                            

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分） 25,357                                                              

小計　交付限度額（R7経済対策分） 138,292                                                            

配分予定額計
国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
配分予定額計

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③

配分予定額計
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

配分予定額計
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

小計　配分予定額計
（R7経済対策分）

交付対象経費(地方単独事業費)
（R6経済対策分）

推奨事業メニュー
※R7補正推奨事業メニュー①について、②～④にも
関連する場合は、M～O列に追加で選択してください。

【調整後】今回配分予定額
国のR7補正分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑥

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7予備費分）

配分予定額計

小計　配分予定額計
（R6経済対策分）

配分予定額計
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

小計　配分予定額計
（R7予備費分）

（うち、食料品の物価高騰に対する特別加算分）

Ｂ
※参考

※記載は不要

備考5
(事業の終期が令和8年3月を超えることが

見込まれる場合、その事情)

※可変部分
※この他は変えられません。

備考1
(重点支援地方
交付金の追加を
踏まえた各省庁
の通知の発出状
況に定義されて
いる対象分野)

エネル
ギー・食料
品価格等の
物価高騰の
影響を受け
た生活者等
に対して事
業の効果が
直接及ぶ

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）　交付限度額④
にかかる交付対象経費

R7経済対策等にかかる本省繰越希望額記載欄
【調整後】本省繰越希望額

（R7補正により措置された推奨事業メニュー分　交付限度額⑥に係る希望額）
（交付限度額⑥を上限とする）

-                                                             

※【調整前】今回配分予定額
推奨事業メニュー（R7補正）交付限度額⑥

※【調整前】本省繰越額
国のR7補正予算分（推奨事業メニュー分）交付限度額⑥

本省繰越の追加希望額　手動入力分
（調整用）

-                                                                     

-                                                                     

138,292                                                            

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分　交付限度額
※事務連絡は該当団体のみに通知

-                                                                     

交付限度額計 164,699                                                            

国のR6補正分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（令和７年７月18日通知分）

138,292                 

138,292                 

小計　交付限度額（R6経済対策分）

特定事業者等
支援

個人を対象と
した給付金等

自治体での予算区分
国の重点支援地方交付金が活用されている旨

の明記

備考1のサブカテゴリ―
M～O列を記入している場合のみ

【R7補正のみ】
備考2

「農林水産・食品分
野」「中小企業・小
規模事業者の賃上げ
環境整備」における

細分化項目

（単位：千円）

1,482                                               

seisaku@town.matsumae.lg.jp

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（給付支援サービス分）
交付限度額④

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②
今回配分予定額

国のR6補正等予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
給付費　交付限度額②

今回配分予定額
国のR6補正予算分（給付支援サービス分）

交付限度額④

6,106                    
令和７年度既配分額

国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）
交付限度額①

交付対象経費(地方単独事業費)
（R7経済対策分）

6,106                                               

交付対象経費(地方単独事業費)
（その他）

令和７年度既配分額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤
令和７年度既配分額

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）
交付限度額⑥

今回配分予定額
国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）

交付限度額⑤

移替先

2,891                                      
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事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

Ｂ２

都道府県・市町村コード（５桁）

令和７年度既配分額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

給付費　交付限度額②

令和７年３月17日事務連絡に基づく追加分にかかる交付対象経費
※事務連絡は該当団体のみに通知

今回配分予定額
国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）

事務費　交付限度額③

国のR7予備費分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑤
にかかる交付対象経費

国のR7補正分（推奨事業メニュー分）　交付限度額⑥
にかかる交付対象経費

138,292                                            

配分予定額計
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

Ｎｏ

今回配分予定額
国のR6補正予算分（推奨事業メニュー分）

交付限度額①

国のR6補正予算分（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③にかかる交付対象経費

-                                                     

臨時の措置であ
ることが分かる
事業名称として

いる

国

の

予

算

年

度

Ｃ

                                      163,290

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年７月通知分）

備考3
商品券等を活用した事業を行う場合、Q＆A等ふ

まえた対応について記載

小計　交付限度額④

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和６年度本省繰越分）

(重点支援地方交付金の追加を踏まえた各省庁の通
知の発出状況に定義されている対象分野)

国のR6補正分（給付支援サービス分）
交付限度額④　（令和７年12月通知分）

備考4
実施状況の公表等について

（HP、広報紙など）
基金 事業始期

事業終期

※可変部分
※この他は変
えられませ

ん。

成果目標（可能な限り定量的指標を設
定）

138,292                 

支援開始時期

※可変部分
※この他は変
えられませ

ん。

国のR6補正等（令和６年度低所得世帯支援枠等分）
事務費　交付限度額③　（今回追加分）

小計　交付限度額③

推奨事業メニューの本省繰越希望額の調整欄


